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経済成長の速度を維持し、多くの人々を貧困から救い、気候変動や生態系破壊などの人類共通の課題に対処する上で、

アジアにおいて経済統合は重要である。アジア太平洋地域の主導者たちも現在の成長モデルが長期的に見て持続的でない

と認識しており、経済統合の将来的なプロセスは、グリーン経済への移行に沿ったものでなければならない。本セッショ

ンは、グリーン経済と経済統合の連携を強化するための意見交換・経験共有、イニシアティブの提案の場として企画され

たもので、松下和夫 IGES シニアフェローの進行の下、低炭素グリーン成長と地域間協力、国際競争力と炭素リーケージ

対策としての国境調整措置、低炭素発展を通じたアジアにおけるグリーン経済への移行が議論された。 

セッションにおいて、アジア開発銀行研究所（ADBI）のアンブモリ氏は、アジアにおける資源効率的で低炭素なグリ

ーン成長のための地域協力に関する課題に言及した。ここでは、アジアの発展の課題や機会、資源消費と炭素排出のパタ

ーン、新興国の発展ジレンマ、低炭素社会のための地域的な政策などが取り上げられた。アジアでは既に模倣可能な行動

が採られているが、未だ十分ではなく、資源は獲得可能だが、投資は新たな方向を目指す必要があるとの認識の下、低炭

素社会に向けた発展のための国家、部門、地域レベルでの新たな政策の必要性やダイナミックなマルチレベルでの協力枠

組みが強調された。 

また、国立環境研究所の芦名氏は、低炭素発展とグリーン経済の関係に着目し、アジアは低炭素発展に向かう十分なポ

テンシャルがあると述べた。アジアは類似であると同時に異質であり、各国は異なる自然資本や文化、産業構造、生活様

式などを抱えているため、画一的なオプションは得難いが、低炭素社会に向けて私たちが確立できる共通性や共通課題は

あるとし、低炭素アジアを促進するための行動計画を示した。 

IGES の周氏は、国境調整措置の貿易や国内排出に対する意義を議論した。日本の炭素税に関する実証分析に基づき、

ひとつの内包する問題を示した。それは、開発途上国は先進国により課される炭素費用を支払う必要があるが、それによ

る炭素クレジットは得られないということである。そこで、この国境調整措置に内在する課題に対応できる代替的な方法

として、先進国と開発途上国双方の国家インベントリを調整できる「貿易のための国家インベントリ調整」メカニズムを

提案した。 

 

主要メッセージ 

環境と社会の両面に配慮した衛平性を実現するためには、すべての参加者の協力を通じてグリーン保護主義と「ただ乗り」

を是正する必要があり、地域統合がそのための最も適切なプラットフォームとなり得る。政府のイニシアティブに則り、

低炭素社会への移行は、ライフスタイルの転換など個人レベルから開始されるべきである。 

 

その他の主要メッセージは以下の通り。 

 アジアにおける資源効率的で低炭素なグリーン成長のための地域協力 

 低炭素技術センターの地域的ネットワークの確立 

 化石燃料補助金の段階的撤廃と地域的な炭素市場の創設 

 地域的な資金メカニズムの強化 

 アジアにおける低炭素発展に向けて 

 低炭素交通と省エネルギー建築物 

 資源の賢い活用 

 再生可能エネルギーを用いた低炭素エネルギーシステム 

 技術移転と資金メカニズムの実践 
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 競争力と炭素リーケージに対する国境調整措置 

 現在提案されている国境調整措置は隠れた不公平性に繋がる（開発途上国は先進国により課される炭素費用を支

払う必要があるが、それによる炭素クレジットは得られない） 

 この課題に対応するため、先進国と開発途上国双方の国家インベントリを調整できる「貿易のための国家インベ

ントリ調整」メカニズムを提案 
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